
事業所得割保険料算出表 

 

◇法人事業所の甲種組合員の場合 

算定基礎 

Ⅰ ○前事業年度の医業収入にかかる所得総額（注 1） 

Ⅱ 

○医業収入が 6,250 万円を超え、確定申告書等の提出を省略

したい組合員、または、確定申告書等の提出の無い組合員

は、所得総額を 6,250 万円とみなす。 

 （年間賦課限度額 50 万円を賦課徴収いたします） 

賦 課 率 8/1,000 

提出書類 

Ⅰ 

下記①～⑤を提出 

①県へ提出した前事業年度分の確定申告書の写し 

（電子申告の場合、受付番号・受付日時等が確認できるもの） 

 

②所得金額に関する計算書の写し 

 

③医療法人等に係る所得金額の計算書の写し 

 

④所得の金額の計算に関する明細書の写し 

 

⑤損益計算書の写し 

 

※提出書類の必要箇所は  で表示している箇所になりま

す。必ず判読可能な状態で提出してください。 

Ⅱ 

≪確定申告書等の提出を省略する場合≫ 

⑥「事業所得割保険料算定のための確定申告書等の提出省略

の申し出について」 

提出期日 7 月 31 日 

 

（注 1）医業収入にかかる所得総額とは、社保及び国保診療報酬収入、自由診療

収入、雑収入の合算額となります。 

 

 

※新たに甲種組合員になられた方は、事業所得割保険料算出のない年に限り、上記で算出

した 1 医療機関当たり県平均額を賦課徴収いたします。 

 

※本組合規約及び保険料賦課徴収規程の規定に基づき、上記の通り定めています。 

 詳細は別添の抜粋をご覧ください。 

 



 

鹿児島県歯科医師国民健康保険組合規約（抜粋） 

第４章 保 険 料 

（保険料賦課額） 

第 19 条 組合員は、次の区分により定めた額の保険料を毎月組合に納付しなけ

ればならない。 

（５）甲種組合員（後期高齢者組合員を除く。）は、事業所得割保険料算定

のため、組合が定める期日までに、別に定める医業収入に係る所得総額

を証明する確定申告書等の書類（以下、「確定申告書等」という。）を提

出する。個人事業主である甲種組合員は前年、それ以外の甲種組合員は

前事業年度の確定申告書等に基づき、医業収入に係る所得総額の 1,000

分の 8の額を 12 で除して徴収するものとする。（ただし、算出額が年間

50 万円を超えるものについては賦課限度額 50 万円とする。） 

確定申告書等の提出のない甲種組合員に対しては、賦課限度額 50 万円

を賦課徴収するものとする。 

なお、あらたに甲種組合員になる者は、事業所得割保険料算出のない

年又は年度に限り、上記で算出した 1 医療機関当たり県平均額を、甲種

組合員となった月から、賦課徴収するものとする。 

ただし、後期高齢者組合員が開設し、管理する医療施設又は医療法人

で複数の施設を有する場合、後期高齢者組合員以外の歯科医師が勤務す

る施設においては、事業所得割保険料を納付しなければならない。 

 

 

5.鹿児島県歯科医師国民健康保険組合保険料賦課徴収規程（抜粋） 

 

第 7 条 甲種組合員又は後期高齢者組合員が提出する、本組合規約第 19 条第 1

項第 5号（事業所得割保険料）に規定する医業収入にかかる所得総額を

証明する書類とは、次の各号に掲げるものとし、電子申告（e-Tax）の

場合は税務署から発行される受信通知の写しを添付するものとする。 

   （１）個人歯科診療所の場合は、税務署へ提出した前年分の所得税の確

定申告書及びその関係書類の写し 

   （２）医療法人歯科診療所の場合は、県へ提出した前事業年度分の申告

書一式（医療法人等に係る所得金額の計算書及び決算書含む）の写

し 

２ 前項の規定にかかわらず、医療法人が複数の施設を有する場合は、主

たる施設の甲種組合員又は後期高齢者組合員が医療法人全ての収入額

を証明する書類を提出するものとする。 

医療法人に属するそれぞれの施設に対する事業所得割保険料は、その

全ての収入額を従たる施設を含む施設数で除した額を基に算定し、本組

合規約第 19 条第 1項第 5号に規定する施設数に対して賦課徴収する。 



①

見　本
これは見本です。このまま使用しないでください。

受付番号：×××××　受付日：×××××

受付印の有無は

問いません

の箇所が必要となりますので、判読可能な状態で提出してください。



見　本

②



見　本

③



④

見　本



様式４－２

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

 (注) １．利益がマイナスとなる場合には、「利益」を「損失」と表示すること。

　　　２．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。

法 人 税 等

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××附帯業務事業利益

　　　　　　　×××

科　　　　　　　　　　目

※医療法人整理番号

損 益 計 算 書

（自　令和　　年　　月　　日　　至　令和　　年　　月　　日）

金　　　　　　額

　　　　　　　×××

事 業 利 益

経 常 利 益

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

　　　　　　　×××

本来業務事業利益

見　本

⑤



 

別紙様式 

 

令和  年  月  日 

 

鹿児島県歯科医師国民健康保険組合理事長 殿 

 

甲種組合員氏名         ○印  

 

 

事業所得割保険料算定のための確定申告書等の提出省略の申し出について 

 

令和 8 年 6 月 24 日付鹿歯国保発第 41 号において依頼のありました事業所得

割保険料算定のための確定申告書等の提出については、関係書類の提出を省略

することを申し出ます。 

⑥ 

※本人自署の場合は押印省略可 



別紙 1 

 

 

確定申告書等の提出から判定等におけるスケジュール 

 

時  期 業 務 内 容 

6 月下旬～7月 31 日 確定申告書等収集 

6 月下旬～9月 医業収入判定・保険料賦課システム入力 

10 月～翌年 9月 新事業所得割保険料賦課徴収 

 

※医業収入判定に係る業務は、情報セキュリティポリシーを遵守し、国保組合

の担当職員が行います。 

 

※ご提出いただいた確定申告書等は、施錠できる場所に保管し、厳重に管理す

ることといたします。 

 

※確定申告書等の保存期間は、鹿児島県歯科医師国民健康保険組合文書取扱規

程に則り処理することとし、破棄については、業者へ溶解処理を委託いたし

ます。（保存期間：10 年） 

 

 

 

１２．鹿児島県歯科医師国民健康保険組合 
文書取扱規程（抜粋） 

 
第 1 条 鹿児島県歯科医師国民健康保険組合の文書は、次の区分によってこれ

を保存する。 
     ただし、第３種に属する文書で軽易なものは、保存期間を１年とする

ことができる。 
     第１種 永年   第２種 １０年   第３種  ３年 
    前項の文書の種類は別表による。 
 


